
暮らしを支えるセーフティネットの充実

成年後見制度の普及促進

予算額 ５，１８３ 千円

目的・概要

１ 制度の概要

成年後見制度は平成 12年度に介護保険制度と同時にスタートした制度で、認知症
や知的障害などにより判断能力が不十分な方に対して、家庭裁判所から選任された後

見人が、財産管理や介護・福祉サービスの利用、入院の際の契約や経費の支払いなど

を本人に代わって継続的に行うことにより、本人の権利と財産を守る制度です。

２ 現状の課題

（１）成年後見制度の利用を必要とする人が増えているにも関わらず、制度の周知

が行き届かず利用が進まない。

（２）申立経費や後見報酬の負担を理由に制度の利用に至らない場合が多い。

（３）後見人の引き受け手が少ないために、制度利用が進まない。

内 容

（１） 申立経費及び後見報酬の補助制度を創設し、制度利用を促進します。

（２） 「成年後見制度推進機関」である目黒区社会福祉協議会の権利擁護センターの

事務処理体制を強化し、「社会貢献型後見人（市民後見人）」の候補者養成に力

を注ぐとともに、制度の周知を図り、必要な人が制度を活用できるようにします。

※ 成年後見制度は、被後見人が行った契約を取り消すことができるため、高齢者を標

的とした「消費者被害」対応策としてもその普及が必要とされています。

【予算の内訳】

（１）申立経費補助 鑑定費用、印紙代等＠ 110,000＊5人＝550,000
（２） 後見報酬補助 専門家＠28,000/月額 社会貢献型＠10,000/月額

それぞれ６か月分 ＝228,000
（３） 社会福祉協議会職員雇用経費  1人 ＝4,405,000

成年後見制度の普及促進については社会福祉協議会が中心となって行うた

め。

■担当所管 健康福祉部 健康福祉計画課 庶務係 直通電話 03-5722-9836

内線番号（2801）

生活の安心を確保する取り組み
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暮らしを支えるセーフティネットの充実

小児用肺炎球菌ワクチン助成

予算額 ２１，８２１ 千円

目的・概要

子どもの髄膜炎を予防する小児用肺炎球菌ワクチンについて、子どもを病気から守り、

保護者の経済的な負担を軽減するため、ワクチンの接種費用の一部を助成します。

内 容

肺炎球菌は、ヒブ（インフルエンザ菌ｂ型）と並んで、子どもに「髄膜炎」を起こす

代表的な細菌です。また肺炎や中耳炎などの原因菌でもあります。22 年度実施のヒブ

ワクチン助成に加えて小児用肺炎球菌ワクチンを助成することで、子どもを細菌性髄膜

炎から守ります。これにより、お子さん 1 人 1 回あたり約 9,000 円～11,000 円の接種

費用に対して4,000円助成します。

１ 助成対象となる接種年齢 生後２か月～ ５才未満

２ 助成額 １回につき４，０００円（一人最大４回まで助成）

３ 接種回数 お子さんの月齢、年齢により１回から４回の接種

月齢２か月～月齢７か月未満 ４回

月齢７か月～１歳未満 ３回

１歳以上～２歳未満 ２回

２歳以上５歳未満 １回

４ 接種場所 区内指定医療機関

５ 実施時期 平成23 年 4 月 1 日から実施

■担当所管 健康推進部 保健予防課 保健サービス係 直通電話 03-5722-9503

内線番号（4151）

生活の安心を確保する取り組み
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暮らしを支えるセーフティネットの充実

子宮頸がん予防ワクチン全額助成

予算額 ８５，８５１ 千円

目的・概要

中学校１年生から中学３年生の年齢に相当する女性を対象に、子宮頸がん予防ワクチ

ンの接種費用を全額助成（無料接種）します。

内 容

子宮頸がんは、子宮の入口にできるがんで、「ヒトパピローマウイルス（HPV）」の感

染が主な原因です。子宮頸がんは、若い女性に多く見られ、特に 20～30 代の女性で増

えています。子宮頸がんは、ワクチン接種で予防できますが、3 回接種すると 45,000

円～60,000円程度の費用がかかることになります。区では、HPVの感染前にできるだけ

多くの方にワクチン接種をしていただけるよう、子宮頸がん予防ワクチンの接種費用の

全額助成を行います。

１ 助成対象 中学校１年生から中学３年生相当の女性

２ 助成額 全額助成（無料接種）

３ 接種回数 ６か月の間に３回

４ 接種場所 区内指定医療機関

５ 実施時期 平成２３年４月１日から実施

■担当所管 健康推進部 保健予防課 保健サービス係 直通電話 03-5722-9503

内線番号（4151）

生活の安心を確保する取り組み
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暮らしを支えるセーフティネットの充実

貧困・ソーシャルインクルージョンに関する理解の促進

予算額 ６９０ 千円

目的・概要

「新型自立支援センター」の開設に向けて、検討委員会の設置やホームページへの掲

載などにより、新型自立支援センターの必要性や貧困問題・ソーシャルインクルージョ

ンについて、区民の理解の促進を図ります。

内 容

○『ソーシャルインクルージョン（社会的包摂）』とは

貧困や失業の状態に陥った人びとや障害や困難を有する人びとなど、社会的に

弱い立場にある人びとを、排除し孤立させるのではなく、地域社会への参加と参

画を支援し、社会の一員として包み支え合うことをいいます。

○『新型自立支援センター』とは

社会福祉法に規定する第２種社会福祉事業

の施設で、路上生活からの早期の社会復帰を促

進するため、緊急一時保護や就労支援等を行い

ます。

この施設は、各区が持ち回りで、５年間、時

限的に、設置することになっており、目黒区で

は、平成２６年３月に開設する予定です。

○『新型自立支援センター検討委員会の設置』

新型自立支援センターを区内に設置するに当たっ

ては、区民の方々の理解の促進を図るとともに、設置

に関する意見や要望などを検討していくことが不可

欠です。

検討委員会は、学識経験者や区内関係団体代表及び

公募区民などに参加いただきます。

■担当所管 健康福祉部 生活福祉課 相談援護係 直通電話 03-5722-9855

内線（2715）

居室

外観

※写真は他区の新型自立支援センターです。

生活の安心を確保する取り組み
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暮らしを支えるセーフティネットの充実

高齢者福祉住宅の確保

予算額 ３７５，２４７ 千円

目的・概要

住宅に困窮する高齢者に対し生活の安定と福祉の増進を図る目的で、新たに高齢者福

祉住宅を整備します。新築される目黒本町二丁目複合施設に保育園（1階～２階）と併
設され、高齢者福祉住宅（3階～4階）は 12戸整備する予定です。

内 容

１ 所在地 目黒本町２－２５

２ 施設内容

・高齢者福祉住宅 12戸（３～４Ｆ）

だんらん室、相談室、緊急通報システム等の設置や生活援助員を配置して、高齢

者の生活サポートをします。管理開始は、平成２４年4月の予定です。

・第二ひもんや保育園（１～２Ｆ）

（→詳細は、26ページ保育所の整備（改築・改修）」参照）

平成２４年１月に移転します。

■担当所管

都市整備部 住宅課 住宅計画係 直通電話 03-5722-9877

内線番号（2972）

健康福祉部 高齢福祉課 高齢者福祉住宅係 直通電話 03-5722-9403

内線番号（2534）

子育て支援部 保育計画課 保育計画係 直通電話 03-5722-9866

内線番号（2784）

生活の安心を確保する取り組み
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暮らしを支えるセーフティネットの充実

妊婦健康診査の拡充（ヒト白血病ウイルス－１型抗体検査）

予算額 ５，５７０ 千円

目的・概要

成人 T 細胞白血病を引きおこすおそれのあるウイルス「ヒト白血病ウイルス１型

（HTLV-1）」の母子感染予防対策として、HTLV-1抗体検査を妊婦健康診査で実施します。

内 容

「HTLV-1」とは、成人 T 細胞白血病（ATL）や HTLV-1 関連脊髄症（HAM）を引きおこ

すウイルスです。このウイルスは母乳による母から子への感染が多く、夫婦感染や胎盤

などの血液を通じた感染もあります。早期発見に努め、母子感染のリスクを下げるため

に、妊婦健康診査でHTLV-1抗体検査を実施します。

１ 実施方法

母子手帳交付時に妊婦健康診査受診票（14 回分）を交付しています。妊婦健康診査

の２回目以降に使用する妊婦健康診査受診票の検査項目に HTLV-1 抗体検査を追加し、

医療機関で受ける妊婦健康診査の際に受診できます。

２ 実施時期

平成２３年４月１日から実施

※平成２３年３月３１日以前に妊婦健康診査受診票の交付を受けている方も、平成２３

年４月１日以降はHTLV-１抗体検査を受けることができます。

■担当所管 健康推進部 保健予防課 保健サービス係 直通電話 03-5722-9503

内線番号（4151）

生活の安心を確保する取り組み
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暮らしを支えるセーフティネットの充実

目黒本町福祉工房の開設

予算額 １２３，４１３ 千円

目的・概要

障害者生活介護事業を行う上目黒福祉工房と就労継続事業を行う中央町福祉工房を

移転統合し、多機能型事業を行う目黒本町福祉工房を平成２３年４月に開設します。こ

の施設は平成２４年度に指定管理者による運営となるため、利用者と指定管理者が信頼

関係を築き、利用者が安心して通所できるよう平成２３年１０月から引き継ぎ業務を開

始します。

また、この施設に、区内障害福祉施設で働く利用者の工賃アップを目的に、区内の区

立及び民間の障害福祉施設の自主生産品の販売を行う「福祉の店」を開店します。

内 容

福祉工房運営費 ４６，４９９千円

指定管理者引継ぎ経費 ３９，１５７千円

維持管理経費 ３０，４１４千円

「福祉の店」の運営経費 ７，３４３千円

工事が進む目黒本町福祉工房

■担当所管 健康福祉部 障害施設整備課 障害施設整備係 直通電話 03-5722-9041

内線番号（2681）

生活の安心を確保する取り組み
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地域の安全・安心の確保

マンション等耐震化促進（分譲マンションアドバイザー派遣支援制度など）

予算額 ４，１９６ 千円

目的・概要

区では「目黒区基本計画」で災害に強い街づくりを推進するとともに、平成 20 年 3

月に策定した「目黒区耐震改修促進計画」に沿って、旧耐震基準(昭和 56 年 5 月 31 日

以前)で建築された住宅等を対象として、耐震診断・耐震改修助成などの支援を実施し

ています。平成 18 年度から木造住宅の耐震診断無料化・耐震改修助成制度を開始し、

平成 20 年度に分譲マンション等の助成制度を拡充しました。しかし、分譲マンション

の耐震化は区分所有者の合意形成など特有の課題があり、耐震化が進まない状況にあり

ます。そのため、新たに分譲マンションアドバイザー派遣支援制度を創設し、管理組合

等を支援します。また、木造住宅については、区登録耐震診断士の協力を得て戸別訪問

の地域や戸数を拡大し、耐震化を促進します。

内 容

・ 分譲マンションの耐震化を促進するため、アドバイザーを活用して耐震化を目指す

管理組合等について、合意形成の段階から支援する制度を創設します。

・ 木造住宅の耐震化を促進するため、普及・啓発について、区登録耐震診断士の協力

を得て、地域や訪問戸数を拡大し、一層の耐震化を促進します。

分譲マンションアドバイザー派遣支援制度 ２，３００千円

木造住宅戸別訪問 １，８９６千円

参考
目黒区の耐震助成制度

助成制度の内容 助成率 上限額（円）

木造住宅等 全額公費

非木造住宅等 50% 600,000
分譲マンション

緊急輸送道路

耐震診断
非木造

特定建築物

50% 2,000,000

木造住宅等 80% 1,000,000
非木造住宅等 30% 1,500,000
分譲マンション

緊急輸送道路

耐震改修
非木造

特定建築物

30% 15,000,000

木造住宅等除却工事助成 50％ 500,000
耐震シェルター・防災ベッドの設置 100% 300,000

■担当所管 都市整備部 建築課 耐震化促進担当係 直通電話 03-5722-9490

内線番号（3383）

生活の安心を確保する取り組み
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地域の安全・安心の確保

水防監視システムの充実

予算額 ５，５６３ 千円

目的・概要

局所的な集中豪雨等による被害を軽減するためには、自らの身は自らが守る「自助」、

自分たちの町を助け合って守る｢共助｣および区による「公助」の考え方の下、それぞれ

が役割を果たしながら連携して、さらに地域の安全・安心の確保の取り組みを充実して

いく必要があります。

そこで、水防監視システムの機器更新に合わせて、新たに目黒川の水位状況を監視す

るカメラを設置し、区の水防体制の強化を図ります。（合流点・品川区境付近の2箇所）

また、現在、区のホームページに「目黒区のお天気（防災気象情報）」のコーナーを

設け、お天気や雨量・水位観測状況等の情報を提供していますが、さらに水害等の被害

を軽減する予防対策の充実を図るため、区内で発生している異常気象等の防災気象情報

を提供する登録制のメール配信サービスを行います。このサービスは、配信を希望する

区民等が区のホームページの案内に従って、メールアドレスを事前登録することにより、

異常気象等の防災気象情報として、気象庁等から発表される警報・注意報や区内の河川

水位状況がメールにより自動的に配信されるものです。(実施予定時期6月)

内 容

局所的な集中豪雨等の対策として、目黒川に水防監視

カメラ(2台)を設置し、水防監視システムの充実を図ると

ともに、配信を希望する区民等に異常気象等の防災気象

情報をメールにより自動配信するサービスを行います。

■担当所管 都市整備部 土木工事課 工務係 直通電話 03-5722-9775

内線番号（3161）

生活の安心を確保する取り組み

件名：警報注意報

防災気象メール
警報注意報

○年○月○日
○時○分頃

警報注意報が
発表されました。

〈目黒区〉

大雨警報,洪水警報

パソコン・携帯 など

配信

ピピピ

件名：警報注意報

防災気象メール
警報注意報

○年○月○日
○時○分頃

警報注意報が
発表されました。

〈目黒区〉

大雨警報,洪水警報

パソコン・携帯 など

配信

ピピピ
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地域の安全・安心の確保

第一次避難場所の補完避難所の拡大・整備

予算額 ５，５９６ 千円

目的・概要

本区では、災害時等の第一次避難場所として区立小中学校、碑文谷公園、都立大学附

属高校、めぐろ区民キャンパス及び区内都立高校の 40 か所を指定しています。この第

一次避難場所から比較的離れている地域（自由が丘１～３丁目、中目黒１・２丁目）や

住宅密集地域である駒場１丁目の遠距離避難地域に避難所の拡充を図るために、平成２

２年３月に私学３校と「災害時における学校施設の使用に関する協定」を締結し、補完

避難所としました。

この新たな補完避難所の使用に備え、必要な資機材を配備します。

内 容

平成２２年３月に「災害時における学校施設の使用に関する協定」を締結した、自由

ケ丘学園（目黒区自由が丘２丁目）、日本工業大学駒場中・高校（目黒区駒場１丁目）、

目黒学院中・高校（目黒区中目黒１丁目）の私学3校を補完避難所として、救助用資機

材、発電機、投光機、炊飯器等の資機材とその資機材を収容する格納庫を配備します。

■担当所管 危機管理室 防災課 防災係 直通電話 03-5723-8488

内線番号（6222）

生活の安心を確保する取り組み

19


	00表紙目次.PDF
	01.1プレス原稿（予算の概要）.PDF
	01.2プレス原稿(暮らしサポート23).PDF
	01.4 「平成23年度予算案の主な施策一覧」.PDF
	01プレス（成年後見）別紙調査票.PDF
	02小児肺炎球菌別紙調査票.PDF
	03子宮頸がんワクチン別紙調査票.PDF
	04生活福祉課：調査票「貧困等に関する理解の促進」.PDF
	05.0別紙調査票(住宅課).PDF
	05.1目黒本町二丁目実施設計（文教・子ども委員会）資料 2.pdf
	06HTLV-1別紙調査票.PDF
	07平成２３年度当初予算　別紙調査票（目黒本町福祉工房の開設）.PDF
	08耐震化別紙調査票[1].PDF
	09プレス調査票（水防監視システムの充実、土木工事課）.PDF
	10避難所の拡充-別紙調査票.PDF
	11別紙調査票(定員弾力化） .PDF
	12別紙調査票(賃貸型認可運営費補助).PDF
	13別紙調査票[小中連携案1].PDF
	14別紙調査票[土曜補習].PDF
	15別紙調査票（子育て支援課).PDF
	16別紙調査票（保育所の整備（新設））.PDF
	17.0別紙調査票（保育所の整備（改築・改修））.PDF
	17.1中央町保育園実施設計資料H22.4.9 2.pdf
	17.2目黒区立南保育園改修及び耐震補強工事　基本設計 2.pdf
	17.3目黒本町二丁目実施設計（文教・子ども委員会）資料 2.pdf
	18別紙調査票 (歴史資料館デジタルデータ化管理).PDF
	19温暖化別紙調査票（回答）.PDF
	20【提出：不用園芸土】別紙調査票.PDF
	21予算プレス別紙調査票　案.PDF
	22.0回答別紙調査票（緑が丘）.PDF
	22.1回答緑が丘平面図.PDF
	23別紙調査票（案）.PDF
	24【23広報プレス】別紙調査票（連携講座）.PDF
	25【23広報プレス】別紙調査票（アートウィーク）.PDF
	26別紙調査票 （伝統文化子ども教室の実施）.PDF
	27別紙調査票（広報課・デイジー区報）.PDF
	28別紙調査票（国際交流課）.PDF
	29プレス原稿（緊急財政対策本部を設置し事業の見直しを行いました）.PDF
	30奥付.PDF



